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研究成果の概要（和文）：　本研究の目的は，NPO支援制度を事例として，公共政策過程における制度的企業家
によるフレーミングを通じた公設民営型・市民活動支援施設の制度化過程を明らかにすることにある。具体的に
は過去三年間の調査で得たインタビューデータと公式資料をもとにして施設設置に向けた過程を分析した。第一
に，主要アクターである制度的企業家の実践を分析する制度化モデルを提示した。第二に，このモデルを分析枠
組として使用し，各段階において異なる主要アクター（制度的企業家）がそれぞれの文脈で「市民参加」を意味
付けて行為を組織化する，つまり，フレーミングを逐次的に行うことによって，最終的に支援施設が制度化され
た点を明らかにした。

研究成果の概要（英文）： The purpose of this research is to demonstrate, through a case study, an 
institutionalization process for the foundation of a support facility for civic activities in the 
form of a “Public-owned Private-operated” system through framing by institutional entrepreneurs. 
Based on interview data and formal documents that were collected during the past three years, we 
specifically analyzed the process towards the foundation of the aforementioned support facility for 
civic activities. First, we proposed the institutional model for analysis of the practices 
undertaken by actors. Second, we used this model as an analytical framework and then revealed that 
different main actors (i.e., institutional entrepreneurs) gave different meanings to the concept of 
“civic participation” and organized actions (sequentially promoted framing) in accordance with 
different contexts at each stage of the policy process, which finally led to the 
institutionalization of the aforementioned support facility.

研究分野：経営組織論

キーワード： 公民パートナーシップ　中間支援施設　公共政策　組織間関係論　新制度派組織論
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1．研究開始当初の背景 

先進諸国の福祉国家政策の行き詰まりが顕著

となった 1970年代後半以降，公的部門が単独で

公共サービスのニーズの多様化や複雑化した社

会問題に対応することが困難になった。その結

果，公的部門は，民営化のみならず，民間部門

の資源を活用しながら，つまり，「公民パートナ

ーシップ（Public Private Partnership, 以下 PPP）」

をつうじて，上記の課題に対処するようになっ

た。 

PPPとは，社会的目標を達成するために政府

の資源と民間部門の資源を組み合わせる

（Skelcher, 2005）ことであり，公的主体と民間

主体がリスク，コスト，便益を共有しながら，

各主体が単独では創造できない付加価値を創造

することを目的とする。PPP の形態は，戦略の

共有の程度に応じて，「協調(cooperation)」, 「調

整 (coordination)」,  「協働 (collaboration)」な

どに分けられる(Bailey and Koney, 2000; Sullivan 

and Skelcher, 2002など)。とりわけ，戦略共有の

程度が最も高い協働の形態によるPPPが注目さ

れており，領域横断的な公共的課題（貧困地区

の再開発など）への取り組みにおいてこの形態

による PPPが活用されている。協働成立の条件

として，「危機の知覚（perceived crisis)」,「乱高

下の激しい外部環境（environmental turbulence)」,

「問題の複雑性 (complexity) 」(Gray,1989)があ

げられる。 

しかしながら，その一方で，協働形成に向け

た動態的な分析枠組の検討が十分になされてい

ない。そこで，本研究では，協働形成に向けた

分析枠組を検討したうえで，NPO支援制度を事

例とした制度的企業家による協働形成過程を明

らかにする。 

 

2．研究の目的 

本研究の目的は，動態的な協働形成過程を分

析する枠組の提示とそれを使用した事例分析を

つうじて，協働形成過程を明らかにすることに

ある。具体的には，NPO支援制度を事例として，

制度的企業家によるフレーミングをつうじた公

設民営型・市民活動支援施設の形成（制度化）

過程を明らかにすることを目的としている。 

 

 

3．研究の方法 

先に記した目的を果たすための研究方法とし

て，制度的企業家に関する文献レビュー，文献

レビューを踏まえた分析枠組の提示，事例分析

に向けた資料収集およびインタビュー調査があ

げられる。第一に，文献レビューをつうじて，

行為者である制度的企業家の実践をとらえる枠

組の必要性を明らかにした。そのうえで，協働

形成過程の分析枠組の比較検討を行い，制度化

モデルを使用する根拠づけを行った。第二に，

公式資料をもとに京都市市民活動総合センター

設置までの過程を分析したうえで，インタビュ

ー調査に向けて不明な点や確認すべき点を整理

した。次に，当事者へのインタビューで得られ

たデータをもとに事例に関する理解を再構成し，

事例分析の精緻化を目指した。 

 

4．研究成果 

本研究では，制度化モデルを使用し，協働形

成に関与するアクター（制度的企業家）の実践

に焦点を合わせながら，公設民営型・市民活動

支援施設（協働による公民パートナーシップ）

の設置過程の分析を試みた。本研究の主な成果

は以下の通りである。 

第一に，文献レビューをもとに主要アクター

である制度的企業家の実践を分析する「制度化

モデル」を提示した。このモデルは，「制度の担

体 (Institutional carrier)」を用いて行為主体（ア

クター）の実践を分析するものである。制度の

担体は，「観念（idea）」（意味）を運ぶ「乗り物

（vehicles）」(Scott, 2008）であり，象徴システ

ム（規則，法律，価値，期待など），関係性シス

テム（政治システム，アイデンティティなど），

ルーティン（標準作業手続き，職業，役割，義

務など）そして，人工物（慣習など）に分けら

れる。アクターは，制度の担体に意味を注入し

て，実践を行う。本研究では，公民各アクター

がそれぞれの実践を相互に参照しながら，共通

の制度の担体にそれぞれが異なる意味を注入す

ることによって協働が形成（制度化）されると

分析している。 

第二に，協働形成過程を分析するモデルとし

て知られている「協働形成モデル」との比較を

行ったうえで，制度化モデルを使用する根拠づ

けを行った点があげられる。具体的には，協働



形成モデルの問題点を指摘したうえで，これを

乗り越える枠組として制度化モデルを位置付け

ている。第三に，制度化モデルを分析枠組とし

て使用して，次の点を明らかにした。首長が提

示したコンセプトである「市民参加」をもとに，

公共政策の各段階において，異なる主要アクタ

ー（制度的企業家）がそれぞれの文脈で「市民

参加」を意味付けて行為を組織化する，つまり，

フレーミングと制度の担体への意味の注入を逐

次的に行うことによって，最終的に支援施設の

制度化につながった点を明らかにした。 

以上に加えて，公設民営型・市民活動支援施

設を運営するNPOのリーダー（制度的企業家の

一人）の活動に焦点を合わせた分析をとおして，

NPOのリーダーには，インフォーマルな制度の

後押しをうけながらも，社会的イノベーターと

しての個人の資質を活かし，環境変化にも柔軟

に対応する能力がある点が明らかになった。 
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